戦略的基盤技術高度化支援事業
提案様式
1． 必ず作成が必要な様式

　様式１　　　　戦略的基盤技術高度化支援事業提案書

　様式２　　　　共同体について

　様式３　　　　研究開発概念図

　様式４　　　　研究開発内容等説明書

　様式５　　　　研究開発計画

　様式６　　　　研究開発成果の事業化（実用化）計画説明書

　様式７　　　　提案総額内訳表
　様式８　　　　研究実施者一覧表

　様式９　　　　総括研究代表者（ＰＬ）研究略歴書

　様式１０　　　副総括研究代表者（ＳＬ）研究略歴書

　様式１１－１　事業管理者の概要

　様式１１－２　事業管理者の概要（つづき）

　様式１２　　　参加企業の概要

2． 該当する場合にのみ作成する様式

　

　様式１３　類似計画等状況説明書
　

　
提案書類チェックシート
※提出漏れがないか、また指定枚数内で記載されているかどうかチェックして同封してください。
	テーマ名： 

	
	チェック欄
	提出書類


	
	
	

	事務書類
	□
	提出書類チェックシート（１枚）

	
	□
	提案書受付通知用はがき（１枚）

	
	□


	メディア①（提案書全体：MicrosoftWord又は一太郎形式で保存したもの）
（ＣＤ－Ｒ：１枚）

	
	□

	メディア②(４４ページの「提案データ入力票」に入力したもの)

　　　　　　　　　　　　　　（フロッピーディスク又はＣＤ－Ｒ：１枚）

	①　提　案　書
	作成が必要な様式
	□
	戦略的基盤技術高度化支援事業提案書（様式１：１枚）

	
	
	□
	共同体について（様式２：１～２枚）

	
	
	□
	研究開発概念図（様式３：４枚以内）

	
	
	□
	研究開発内容等説明書（様式４：７枚以内）

	
	
	□
	研究開発計画（様式５）

	
	
	□
	研究開発成果の事業化（実用化）計画説明書(様式６：４枚以内）

	
	
	□
	提案総額内訳表（様式７：年度ごとに１枚ずつ）

	
	
	□
	研究実施者一覧表（様式８：１枚～２枚）

	
	
	□
	総括研究代表者（ＰＬ）研究略歴書（様式９：１枚、他の経歴書がある場合は、その経歴書も添付）

	
	
	□
	副総括研究代表者（ＳＬ）研究略歴書（様式１０：１枚、他の経歴書がある場合は、その経歴書も添付）

	
	
	□
	事業管理者の概要（様式１１－１：１枚）

	
	
	□
	事業管理者の概要（つづき）（様式１１－２：１枚）

	
	
	□
	参加企業の概要（様式１２：１企業ごとに１枚）

	② 補 足 資 料
	□
	＜事業管理者＞

定款又は寄附行為、出資者及び役員の一覧が記載されている書類（各１部）

	
	□
	＜研究実施者＞

経歴書（経歴が確認できれば会社案内等でも可）（１部）

	
	□
	＜事業管理者・研究実施者共通＞

最近２期間の決算報告書（提案書ごとに１１部）

　※決算報告書がない場合は、最近１年間の事業内容の概要を記載した書類

一般管理費を計上する機関・法人等にあっては、一般管理費比率の根拠となる資料（１部）

	③　そ　の　他
	□
	法第４条第１項に基づき経済産業大臣（経済産業局等の長）の認定を受けたことを証明する書類（認定通知書）の写し（１部）

	
	□
	法認定を受けた特定研究開発等計画を記載した申請書の写し一式（１部）

（法第５条第１項に基づき認定を受けた計画を変更した場合は、その変更後の書類一式を添付）

	
	□
	類似計画等状況説明書（様式１３：１類似計画ごとに２部）
※今回提案している研究開発と類似の研究開発を、他制度に提案している場合に作成

	
	□
	提案の根拠を示すデータ類（１１部）


※各様式は、枚数を厳守してください。

※提出部数は、①提 案 書：様式１～１２は、正１部、写し１０部

②補足資料：１部（ただし、決算報告書は１１部）

③そ の 他：１部（様式１３は２部、提案の根拠を示すデータ類は１１部）です。
※メディア①には事業管理者名、研究開発計画名、使用ソフト名を、メディア②には「提案データ入力表」とラベル表紙に印字又は記載してください。
	年度受付番号

	


【様式１】


戦略的基盤技術高度化支援事業提案書
平成○年○月○日

○○経済産業局長殿

（沖縄県の場合は、内閣府沖縄総合事務局長殿）

戦略的基盤技術高度化支援事業について以下のとおり提案いたします。

１．研究開発費の規模（該当する方に「○」を記載してください。）

	【一般枠】
	
	【川下分野横断枠】
	


２．計画名（認定番号）
	


３．特定研究開発等の要約(全角２００文字以内)　※詳細は、様式４に記載。
	


４．特定ものづくり基盤技術の種類

	主たる技術（１つ）：
従たる技術（該当するもの全て）：


５．事業管理者　※詳細は、様式１１に記載。

	住所：

名称：

代表者役職・氏名：                                 　　　　　　　　印

連絡先：

	連絡担当者所属役職・氏名：

Tel:　　　　　　　　　　　　Fax:

E-mail:


６．総括研究代表者　　　　　　　　　　６．副総括研究代表者

※詳細は、様式９に記載。
　　　※詳細は、様式１０に記載。

	(ﾌﾘｶﾞﾅ)：

氏名：

所属組織名：

所属役職：

Tel：　　　　　　Fax：
E-mail：
	(ﾌﾘｶﾞﾅ)：
氏名：
所属組織名
所属役職
Tel：　　　　　　　Fax：
E-mail：


【様式２】

共同体について
１．特定研究開発等の拠点となる施設（主たる研究開発等の実施場所）
	施設名称：

住所：

（事業管理者の住所と異なる理由：）


２．研究実施者（詳細は様式８に記載。）

※すべての研究実施者を記載してください。

（事業管理者が研究実施者の場合は、事業管理者も記載してください。）

	研究実施者

（機関名）
	代表者

役職氏名
	連絡先
	中小企業

チェック
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


· 研究実施者の定義は、　４ページを参照してください。

· 中小企業のチェック欄には、みなし大企業に該当しない中小企業に「○」を記載し、法第４条第１項に基づき認定を受けた中小企業者に「◎」を記載してください。（みなし大企業に該当しない認定事業者には「○」と「◎」を併記してください。）
· 備考欄には、認定を受けた計画から変更（入れ替わり、追加）があった場合に、その内容を記述してください。
３．アドバイザー（任意）

	機関名又は氏名


	所在地又は住所
	①代表者役職・氏名、

②連絡先担当者

③電話番号



	
	
	


※アドバイザーの定義は、５ページを参照してください。

【様式３】

研究開発概念図
	


【様式４】

研究開発内容等説明書
	計画名：



	①研究開発の背景及び当該分野における研究開発動向
	

	

	②研究開発の高度化目標及び技術的目標値
	

	

	③研究開発の具体的内容
	

	

	④期待される効果
	

	

	⑤各種政策との整合性
	

	

	⑥専門用語等の解説
	

	


＊様式４全体で７枚以内としてください。

【様式５】
研究開発計画
計画名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　年度～　　　　年度）

	【番号】研究開発項目（サブテーマ）
	当該研究開発項目に係る研究開発等により達成しようとする年度目標

	【番号】実施内容
（使用する機器設備）

※レンタル・リースを含む
	実施者

（実施場所）
	実施時期（実施の始期と終期を矢印で記載）

	
	
	初年度
	第二年度
	第三年度

	
	
	1

／

4
	2

／

4
	3

／

4
	4

／

4
	1

／

4
	2

／

4
	3

／

4
	4

／

4
	1

／

4
	2

／

4
	3

／

4
	4

／

4

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


【様式６】

研究開発成果の事業化（実用化）計画説明書
	計画名：



	①事業化（実用化）目標　　
	

	

	②事業化（実用化）の実施体制　
	

	

	③事業化（実用化）計画　　
	

	

	④事業化（実用化）による経済波及効果
	

	

	⑤事業化（実用化）のイメージ図


	

	


＊様式６全体で４枚以内としてください。

【様式７】　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年度提案総額内訳表　　　　
	計画名
	
	支援事業対象年度
	

	（単位：千円）※千円未満は切り捨て

	項　　目
	事業管理者
	研究実施者（再委託先）

	
	
	合　計
	
	
	

	
	合　計
	管理業務
	研究開発業務
	
	
	
	

	一般管理比率（％）
	
	
	
	
	
	
	

	①機器設備費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	②労務費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	　
	
	
	
	
	

	③事業費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	小　計（①＋②＋③）
	
	
	
	
	
	
	

	うち一般管理費対象外経費
	
	
	
	
	
	
	

	④一般管理費
	
	
	
	
	
	
	

	⑤再委託費
	
	
	
	
	
	
	

	年　度　総　経　費
	
	
	
	
	
	
	

	⑥消費税及び地方消費税
	
	
	
	

	年　度　合　計
	
	
	
	


※　研究開発年度ごとに作成し、研究開発期間分を全て添付してください。

また、研究開発期間が４年度以上に亘る場合において、本事業の対象となる年度は「支援事業対象年度欄」に「○」を記載してください。

【様式８】

研究実施者一覧表
	計画名：

	　研究実施者の名称（機関名）：

	研究員等氏名
	役　職
	研究分担
【ｻﾌﾞﾃｰﾏ番号】
	研究に関する経歴
	エフォート（％）

	
	代表

主任研究員

副主任研究員

研究員
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	

	

	
	
	
	
	


注１）総括研究代表者（ＰＬ）の氏名の前に「◎」を記載してください。

注２）副総括研究代表者（ＳＬ）の氏名の前に「○」を記記載してください。

注３）エフォート欄には、各研究者の年間の全仕事時間を100％とした場合に対する当該研究の実施に必要とする時間の配分割合（％）を整数で記載してください。

【様式９】

総括研究代表者（ＰＬ）研究略歴書
	氏名
	
	生年月日

（年齢）
	年　　月　　日

（　　歳）



	①所属・役職名

	②学位

〔授与機関〕

〔　学位　〕(博士･修士･学士･なし)←○印を付す。
〔 取得年 〕

〔　専攻　〕



	③研究経歴（５件以内）



	④官公庁研究経歴（５件以内）



	⑤当該研究開発に関連する主要論文、研究発表等（５件以内）



	⑥現在までに本人が発明者となっている特許リスト（５件以内）




＊上記以外の研究経歴がある場合は、その経歴書も添付してください。

【様式１０】

副総括研究代表者（ＳＬ）研究略歴書
	氏名
	
	生年月日

（年齢）
	年　　月　　日

（　　歳）



	①所属・役職名

	②学位

〔授与機関〕

〔　学位　〕(博士･修士･学士･なし)←○印を付す。
〔 取得年 〕

〔　専攻　〕



	③研究経歴（５件以内）

企業経験を有する場合、経験年数が分かるように記述してください。



	④官公庁研究経歴（５件以内）


	⑤当該研究開発に関連する主要論文、研究発表等（５件以内）




＊上記以外の研究経歴がある場合は、その経歴書も添付してください。

【様式１１－１】

事業管理者の概要
	名称

	
	 設立年月日

 (経過年数)


	※登記上のものを記載

 　（    年）



	所在地


	        都･道         郡         区
        府･県       市･区       町･村

	資本金又は

基本財産


	

	役員数


	人
	従業員数

	人

　

	所管官庁

等の名称


	

	①事業概要　　



	②過去３年間の官公庁の共同研究、調査研究リスト（各々５件まで）

  1)共同研究
2)調査研究（研究開発に関連する調査研究のみ）



	③内部組織

  1)共同体担当部署名

    　うち本共同体担当人員 　　　　　　　　名



	④研究開発計画の管理体制

 〔研究管理者氏名〕

 〔研究管理者経歴〕

 〔経理担当者氏名〕

 〔経理担当者経歴〕




【様式１１－２】

事業管理者の概要（つづき）
　⑤　財務状況（直近２期分の実績を記載）

                                         　　　　　          （単位：百万円）

	
	/


	/



	①  売上高

　(当期収入合計額)


	
	

	② 経常利益

　(当期収入合計額-

      当期支出合計額)


	
	

	③ 当期利益


	
	

	　減価償却費


	
	

	   繰越利益

 (次期繰越し収支差額)


	
	


　 ※財団法人等、損益科目が上記科目に該当しない法人は、（　）内の数字を記載してください。

	 財務状況及び提案計画の遂行に必要な財源等に関する説明




  ※事業管理者が企業の場合は、【様式１２】についても作成してください。

【様式１２】

参加企業の概要（参加企業１社ずつ作成）
	  企  業  名
	　

　
	連絡先


	Tel：

Fax：

	本社所在地
	〒


	代　表　者

役職・氏名
	

	主な事業所

とその所在

都道府県名称

	
	主な出資者

（出資比率） 
※出資比率の高いものから記載

※大企業は【　】に◎を記載
	【　】

【　】

【　】

【　】


	

	資  本  金
	百万円
	
	
	

	  従業員数

（うち研究員数）
	 人

（　　　　人）                

	
	
	

	 設 立 年 月 日
	年    月　　日　
	主な事業

の業種名
	

	過去３年官公庁
共同研究経験
	           　　　　　件


	
	

	
	
	主な製品・

サービス等
	

	  参加団体


	

	  過去３年間

  参加研究会
	


財務状況（直近２期分の実績を記載）　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

	                                        　　　　　           
	/
	/

	①  売上高

　(当期収入合計額)
	
	

	② 経常利益

(当期収入合計額-当期支出合計額)
	
	

	③ 当期利益
	
	

	　減価償却費


	
	

	   繰越利益

 (次期繰越し収支差額)
	
	

	  研究開発費
	
	


※財団法人等、損益科目が上記科目に該当しない法人は、（　）内の数字を記載してください。

※大学・公設試においては作成不要です。

	財務状況説明について、事業管理者となる企業は、財務状況の記載省略可。その際は「事業管理者概要を参照」と記載してください。
ベンチャー企業など２期分の決算が存在しない場合は、存在する年度について記載。



【様式１３】

類似計画等状況説明書

	事業名称
	

	事業主体

（関係省庁等）
	

	テーマ名


	

	総括研究

代表者
	

	研究開発等実施者
	

	提案額
	千円

	研究期間


	

	研究開発内容
	

	その他
	

















































































































































































































































































































































































































































































































※この欄は経済産業局等で記入します。
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